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The website of Ome City Government is also available in: English, Mandarin, Cantonese, Korean, Spanish and German.
La página web del Ayuntamiento de Ome está disponible también en: inglés, mandarín, chino cantones, coreano, español y ａlemán.
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中小企業を支援　おうめものづくり等支援事業（２次募集）

表１　中小企業の範囲（信用保証協会の保証ができる業種に限ります）

業種
資本金・出資の

総額
常時使用する

従業員数

製造業その他 ３億円以下 ３００人以下

卸売業 １億円以下 １００人以下

小売業 ５千万円以下 ５０人以下

サービス業 ５千万円以下 １００人以下

ゴム製品製造業 ３億円以下 ９００人以下

ソフトウェア業または情報処理サービス業 ３億円以下 ３００人以下

旅館業 ５千万円以下 ２００人以下

表４　申請に必要な書類

対象事業者区分

法人 個人事業主 中小企業グループ

申請書 商工観光課で配布または市ホームページからダウンロードした申請書に必要事項を記入して提出

市税納税証明書
法人名義で納めるべき市税を納めている
ことを証する証明書（全税目・直近１年分）

個人が納めるべき市税を納めていること
を証する証明書（全税目・直近１年分）

グループの代表（申請者）が納めるべき市税を納め
ていることを証する証明書（全税目・直近１年分）

事業者（中小企業）
であることを証する
もの

▽定款の写し

▽登記事項証明書

▽住民票

▽開業届出書の写し

▽規約等

▽構成員名簿

※「新製品・新技術開発支援」に申請する場合は、１１月下旬開催予定の審査会でプレゼンテーションを行うため、プレゼンテーション資料１２部も提出

表２　おうめものづくり支援事業（同一事業メニューの複数申請はできません）

事業区分 事業メニュー 具体的な内容 助成内容 対象

新事業着手支援
新事業チャレンジ事
業

市内製造企業が、新たに製品・技術開発を行うにあたり、想定される顧
客ニーズの調査、原材料選定等の、本格的な企画や新製品・新技術開発
に着手する前における、検討に係る経費の一部を助成する。

補助率　２／３以内
限度額　１０万円

中小企業
中小企業グループ

新製品・新技術
開発支援

新製品・新技術開発
事業

企業等において、新製品・新技術を開発する場合や既存製品・技術に新
たな機能など付加価値を加えた製品等を開発するまでに要する経費の一
部を助成する。

補助率　２／３以内
限度額　２００万円

中小企業
中小企業グループ
※同一事業者による
連続した年度の申
請は不可

上記のうち、特産品（市内の農産物を使用した加工食品や、市の歴史や
文化にちなんだ工芸品など）の開発および多摩産材（多摩産材認証協議
会による産地証明された認証材）を使用した製品の開発を行う事業

補助率　２／３以内
限度額　２５０万円

産業財産・認証
出願支援

産業財産・認証出願
事業

企業等の特許、実用新案、意匠、商標等の登録出願に係る経費、国際認
証や海外進出に伴う国外の規格への出願等に係る事業

補助率　２／３以内
限度額　５０万円

中小企業
中小企業グループ

販売促進支援 展示会等出展事業
「新製品・新技術開発事業」により支援を受けた製品を見本市等に出展し
たり、商談会に出席する費用の一部を助成する。ただし、「新製品・新技
術開発事業」の支援を受けた翌年度から３年間に限る。

補助率　１／２以内
限度額　３０万円

中小企業
中小企業グループ

表３　おうめひとづくり支援事業（同一事業メニューの複数申請はできません）

事業区分 事業メニュー 具体的な内容 助成内容 対象

人材確保・育成支援
人材確保事業

企業等が専門家による職員の採用に係るコンサルティングを受けた
り、就職面接会等の採用活動を行う事業

補助率　１／２以内
限度額　５０万円

中小企業
従業員育成事業

企業等が、従業員の資質向上のために行う、講習会等の開催または参
加に要する費用もしくは資格取得を行う事業

補助率　１／２以内
限度額　１０万円

企業間交流支援 企業間交流支援事業 企業同士の交流会や勉強会を開催または参加する事業
補助率　２／３以内
限度額　２０万円

中小企業
中小企業グループ

販売促進支援 展示会等出展事業 中小企業等が自社製品を国内外の見本市等に出展する事業
補助率　１／２以内
限度額　１０万円

中小企業
中小企業グループ
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増
築
し
た
と
き
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市
で
は
、
新
築
ま
た
は
増
築

さ
れ
た
家
屋
（
住
宅
、
店
舗
、

工
場
、
車
庫
、
物
置
等
）
の
調

査
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
調
査
は
、
令
和
３
年
度

固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
の

税
額
を
算
定
す
る
た
め
の
調
査

で
、
２
年
中
に
新
築
・
増
築
さ

れ
た
、
す
べ
て
の
家
屋
が
対
象

と
な
り
ま
す
。

　

建
築
確
認
を
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て
い
な

い
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規
模
な
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築
、
物
置
や
サ

ン
ル
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ム
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な
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、
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の
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と
な
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が
あ
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す
の
で
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。

　

建
築
確
認
を
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し
て
い
る

場
合
は
、
後
日
、
市
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調
査

を
お
願
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し
ま
す
の
で
、
連
絡

新

築
・

増

築

の

調

査

に

伺

い

ま

す

　市内の中小企業の方を支援する「おうめものづくり等支援事業」を実施しています。令和２年４月１日以降の事業を対象に今年度の２次募集を行います。

※詳細は、市ホームページ（記事ＩＤ…３０６）をご覧ください。

※交付の可否は、おうめものづくり支援事業専門家会議を経て決定します。

※今年度、すでに交付決定を受けた事業メニューへの申請はできません。

対象　次のいずれかに該当する事業者

▽中小企業…市内に住所（個人）、所在地（法人）があり、かつ、市内に営

業の本拠を有する中小企業の方（表１参照）

▽中小企業グループ…市内の中小企業者が中心となったグループ

対象事業　表２・３参照

申請に必要な書類　表４参照

申請方法　１０月３０日（必着）までに申請書に必要書類を添付し、郵送で商工観光課商工労政係へ

※持参も可

　

ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
決
済
と

は
、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
用
ア
プ

リ
を
使
い
、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン

や
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
か
ら
納
付

書
に
印
字
さ
れ
て
い
る
「
コ
ン

ビ
ニ
収
納
用
バ
ー
コ
ー
ド
」
を

読
み
取
り
、
市
税
等
を
電
子
納

付
で
き
る
サ
ー
ビ
ス
で
す
。

　

市
で
は
、
10
月
か
ら
、
市
税

等
の
納
付
方
法
と
し
て
、「
Ｐ

ａ
ｙ 

Ｂ
（
ペ
イ
ビ
ー
）」
に
加

え
、「
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ 

Ｐ
ａ
ｙ
（
ラ

イ
ン
ペ
イ
）
請
求
書
支
払
い
」、

「
楽
天
銀
行
コ
ン
ビ
ニ
支
払

サ
ー
ビ
ス
」
に
よ
る
ス
マ
ー
ト

フ
ォ
ン
決
済
を
開
始
し
ま
す
。

対
象
税
目
等

▽
市
都
民
税
（
普
通
徴
収
分
）

▽
固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税

▽
軽
自
動
車
税

▽
国
民
健
康
保
険
税
（
普
通
徴

収
分
）

▽
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

（
普
通
徴
収
分
）

▽
介
護
保
険
料（
普
通
徴
収
分
）

▽
廃
棄
物
処
理
手
数
料（
し
尿
、

粗
大
）

そ
の
他

▽
コ
ン
ビ
ニ
収
納
用
バ
ー
コ
ー

ド
が
印
刷
さ
れ
て
い
な
い

納
付
書
で
は
納
付
で
き
ま

せ
ん
。

▽
コ
ン
ビ
ニ
収
納
用
バ
ー
コ
ー

ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
決
済
で

市
税
等
が
納
付
で
き
ま
す

の
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

家
屋
を
取
り
壊
し
た
と
き
は

　

家
屋
の
全
部
ま
た
は
一
部
を

取
り
壊
し
た
方
は
、
所
有
者
の

住
所
・
氏
名
・
家
屋
調
査
済
証

に
記
載
さ
れ
た
番
号
（
不
明
な

場
合
は
、
所
在
地
番
・
種
類
・

構
造
・
床
面
積
等
）
を
ご
連
絡

く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ　

資
産
税
課
家
屋

係ド
が
印
刷
さ
れ
て
い
る
納

付
書
で
、
１
回
の
支
払
い
金

額
が
納
付
限
度
額
（
30
万

円
）
を
超
え
る
場
合
は
、
納

付
で
き
ま
せ
ん
。

▽
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
決
済
に
よ

る
納
付
で
は
、
領
収
証
書
お

よ
び
軽
自
動
車
の
車
検
用

納
税
証
明
書
は
発
行
さ
れ

ま
せ
ん
の
で
、
領
収
書
ま
た

は
車
検
用
納
税
証
明
書
が

必
要
な
場
合
は
、
金
融
機
関

等
で
納
付
し
て
く
だ
さ
い
。

▽
利
用
上
の
注
意
事
項
は
、
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
ほ
か
、
Ｌ

Ｉ
Ｎ
Ｅ 

Ｐ
ａ
ｙ
、
楽
天
銀

行
の
各
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ　

市
収
納
課
収
納

管
理
係

創
業
者
向
け
空
き
店
舗
活
用
事
業
補
助
金

　

市
で
は
、
空
き
店
舗
を
活

用
し
て
創
業
す
る
方
を
対
象

と
し
て
、
施
設
の
改
装
費
用

の
一
部
を
補
助
し
ま
す
。

※
詳
細
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー 

ジ
（
記
事
ID
…
１
６
５ 

２
）
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

※
申
請
多
数
の
場
合
、
満
額

交
付
と
な
ら
な
い
場
合

が
あ
り
ま
す
。

対
象　

個
人
で
事
業
を
始

め
、
ま
た
は
法
人
を
設
立

し
よ
う
と
す
る
方
で
、
産

業
競
争
力
強
化
法
に
基

づ
く
特
定
創
業
支
援
等

事
業
に
よ
る
支
援
を
受

け
、
証
明
書
を
交
付
さ
れ

た
方

申
請
方
法　

10
月
30
日
の
午

後
５
時
15
分
（
必
着
）
ま

で
に
郵
送
ま
た
は
直
接

商
工
観
光
課
商
工
労
政

係
（
市
役
所
３
階
）
へ


